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は．じ　め　に

　憲法調査会（以下「調査会」と記す）は，1956（昭和31）年6月11日施行の「憲法

調査会法」に基づき・「日本国憲法に検討を加え・関係諸問輝を調査審議」（1）することを

目的として、内閣に設置された機関である。

　調査会が設立された経緯についてはここでの検討の対象とはしない。しかし、講和

条約の発効による独立の回復（1952年）とともに，東西両世界の対立を基本的な枠組

みとする国際政治に組み込まれた日本の国内世論において，急速に高まりつつあった

憲法改正への気運が調査会誕生の主たる原動力であったことは推測に難くないであろ

う（2）。　　　　　　　　、

　調査会力『実際にその活動を開給したのは，翌1957年8月からであったが，それは以

後約7年間に及んだ。本稿は，、この長期間の活動の中から生み出されだ資料について

紹介し，国立国会図書館における所蔵状況を一覧にして示すことを主たる目的とする。

併せて資料の背景となる調査会の活動の概略にも触れることとしたい。．

　　　　　　　　　　　　　　　　　（
　　　　　　　　1．憲法調査＝会および関係資料にづいて

（1）憲法調査会の活動

，資料を紹介するに先立ち、本節においては調査会の辿った足跡を振り返ってみたい。

leだし，ここでは調査会資料との関運において必要な事実内容のみを三三することと

し，その活動，組織及び所掌事務の詳細に関しては，『憲法調査会報告書』を参照され
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たい（3）。

　前記のように，調査会の活動がスタートしたのは，調査会法が施行されて一年余が

経過した1957年8月であった。この空隙期間の存在は，戦後の日本政治における憲法

改正問題にとって，大きな曲り角とも称し得る時期を象徴するものであり，、政治史の

視点からは極めて興味深いものがあるが，資料の紹介を主たる目的とする本稿の趣旨

に照らして、本文においては言及を控えておきたい（4）。また，調査会は国会議員（30名

以内）および学識経験者（20名以内）を委員とレて組織されたが，社会党は調査会が

憲法改正を強行するものであることを主張し，また調査会を内閣に設置することの違

憲性を唱え、当初から終始一貫して調査会に不参加の方針を採った⑤。これ以後調査

会は7年間に亘って活動を行ったのであるが，それはおおむね三つの時期に区分する

ことができよう。

　第一段階とし℃発足直後の1957年10月（第4回総会）からJ．日本国憲海の制定経

過に関する調査が開始された。調査会の組織は，総会を中心として，これに加え，定

められた所管事項および総会から付託された主題についてより詳細な調査審議を行う

ことを目的とする部会から構成されることを基本としたが，実際に部会が設置された

のは，後述の第蝦階に入って以後のことで劾た，第一段階にかては・総会にお、．

いて参考人からの事情聴取形式で調査を進めることと並行して，「憲法制定の掃過に関

する小委員会」が設置された（1957年12月）。この小委員会は，1961年9月に至るまで

活動を続け，同月「憲法制定の経過に関する小委員会報告書」が作成された。第二段

階においては，日本国憲法の運用の実際についての調査が行われたρこの調査活動は，

，1958年3月（第11回総会）から開始されたものであり，時期的には第一段階の調査と

重複する。ここにおいては，総会における審議た加えて，第一（国民の権利及び義務・

司法を担当），，第二（国会，内閣，財政，地方自治），第三（前文，天皇，戦争放棄，、

！改正，最高法規）の各委員会が設置され，総会と並行して調査審議を行った（衆議院

が解散していた期間には，学識経験者たる委員のみからなる小虚貝会が設置された）。

これら各委員会は，1961年7月にそれぞれ報告書を作成し，総会へ言出した。この第

一、第二段階における調査に際しては，多数の調査用参考資料が作成された。これら

の資料は，生節において紹介する調査会関係資料の中心を占める存在となっている。’

第一、第二段階における調査を経た後、憲法の改正，運用の改善の必要性の是非を審

議する第三段階に入った。こごでの審議は，その対象とするべき問題点を整理するこ

とを目的としで設置された整理委員会により作成された「今後において審議すべき問

題点要綱」（1961年9月・第58回総会に提出）に基づいて行われた。1961年12月・従来

の組織会に曲って，第一一（前文，天皇，一戦争放棄，最高法規改正）・第ニー（国民の権

利及び義務，司法），第三（国会，．内閣，財政，地方自治）の各部会の他，これら各部

会のいずれにおいても，またそれらあ連合部会においても検討審議することが不適当

な事項について総会の付託あもとに審議を行うことを任務とする特別部会が設置され

た（6）。そして，1963年5月以降は調査会の最終報告書の作成を準備する期間となり，そ

の作業を行うことを任務とする二三委員会が設置された。，最終報告書は，当初の予定
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より遅延したが，翌1964年7月3日，本文約1，200ページ，付属文書約4，300ページに

及ぶ『憲法調査会報告書』として完成し，内閣を通して国会に提出された。

　この報告書の完成をもって，調査会の活動は実質的に終了した。これ以後は，残務

整理を行い，1965年6月3日をもって調査会は廃止されたのである。この間開催され

た総会は，全部で131回，委細会・部会等は319回にのぼった。また1958年11月から1961

年3月にかけて全国46，（当時）都道府県庁所在地において，またその後，東京及び全

国9地区で公聴会が開催された（7）。その他，海外へ委員を派遣しての調査が三度に亘り

実施された。．

　以上の概観からだけでも，調査会が時間的にも人的にも多大の力を注いで調査活動

を行ったことが瞭然である6それならば，調査会はこのような活動に見合うだけの結

果を，躰国憲法およびその改正を巡る動き艸岱実らせることができたのであろう

か。調査会が，憲法改正運動ひいては戦後政治史に対して果した役割については，従

来あまり考察が試みられていないだけに，検討するに足る課題といえよう（8）。しかし，

本稿では問題を指摘するにとどめ，以下節を改めて資料について解説を行いたい。、

（2）憲法調査会関係資料

　資料の確定及び排列の順序ほ，原則的たは『憲法調査会報告書』（以下「母終報告書」

と記す）巻末所載の「別表13：憲法調査会会議録および配布資料の目録」を典拠とし，’

表記方法もこれに従う『 Bこの資料目録の作成方針は，調査会第127および第130回総会

において定められた。’それによれば，憲法調査会関係資料は，総会をはじめとする各』

種部会，委貝特等の議事録と，調査活動に資するべく作成し，酒女布された資料（以下

　「調査資料」と記す）’0）二つのグループに大別することができる。議事録は，原則と

．して1回の会議につき1冊が作成され，その分量は505点を数えQ（9）。また，調査資料’

は234点である。ここに挙げられている資料は，噛その執筆者は広範囲に及ぶが，議事録

はもとより，いずれも調査会事務局の作成にかかるものであり，いわば調査会の「公

式資料」であると言うことがで．きる。　・　　　　’「

　最終報告書巻末の資料目録には「公式」以外の資料すなわち会議の席上参考人及び

専門委員から説明の便宜のため配布されたもの3委員から出された意見の要旨，外部

から調査会に寄せられた建議書・要望書見は掲載されていない⑩。これらの資料にもあ

たることによって調査会の活動をより詳細に知ることができよう。しかし，もとよ？

このレヴェルの資料については，その多種多様さゆえに範囲を確定することに困難が

伴い，加えて調査会がその活動を終えそからすでに四半世紀以上の年月が経過した現

、在、その全容と所在を正確に把擢すること1さ不可能と判断せざるをえない。従って、

本稿においては最終報告書の月録作成方針た同調し、これらについては対象から除外

することとした（後述の佐藤達夫および西沢哲四郎関係の一連の資料の中にはこのよ

うな種類〃）ものも含まれており，目録に掲載されている）．・また・最終報告書所収の資

料目録にほ『憲法調査会報告書』自体がリストアッ、プされてvlないが，ここでは四三

報告書（本編・ユ点）友びその付属文書（12点）を付加，’記載した。・従って，本稿に
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おいて「憲法調査会関係資料」どして取り上げる資料は，前記の資料を含み合計752点噛

である。・

　資料の排列は，最終報告書の資料目録に従い，先に各部会・委員会の議事録を，次

に調査資料，最後に報告書という順序とした。このうち調査資料について，最終報告

書においてはこれをさらに調査会における実際の調査審議のプログラムに従って分

類・排列している。本稿において資料の所蔵状況一覧を作成するに際しては，、当初必

ずしもこの方法に囚われず、一点一点の資料の扱う内容に則して新たにグループ分け

をすることや，資料の作成年月順に排列することも検討した。しかし，政府から公式

に刊行された最終報告書の性格と，参照の便とを勘案した結果，その排列方針と同調・

する、こととした。調査資料は，報告書の分類に従ってA．日本国憲法，B．憲法制定の

・経過に関するもの，C．憲法運用の実際に関するもの，　D．日本国憲法の改正に関する

もの，E∠公騰会及び世論調査に関するもの，　F憲法調査会に関するもの，　G．憲法調

・査会年報，H．憲法運用の実際についての調査報告書等の索引，1’．憲法調査会報告書’

の概要，の順に排列し，これに新たにJ．憲法調査会報告書とK．憲法調査会報告書付’

属文書とを付加した。

　このうち資料数が際立って多いのはB（86点）とC（114点）である。その中心を占

めるのは，日本国憲法の成立と運用の実態をめぐり多様な視座に基づいて著された論

稿である。この資料群の存在が，調査会関係資料の最大の特色であるということがで

きよう。なかでも，諸外国め憲法について論じたものが多く，日本国憲法をこれらと1

の比較に立って検討しようとする調査会の姿勢を看取することができる。この部分の

資料の排列順は以下のとおりである’ i最終報告書の表記に準拠）。まずBにおいては，

①憲法制定に直接関係した機関・団体・個人の作成にかかるもの，②これらの機関・

団体の関係者ないし個人から第三者が直接に聴取したもの，③第三者が客観的な立場

で日本国憲法制定の経過ldついて記述したもの，となる。氷にCにおいては，①憲法

運用の一般にわたるもの，②憲法の各条章に関するもの，となっており，いずれも日

本に関するものを先に，海外に関するものを後に排列している（11）。また，リストを一瞥

するとわかるように，調査資料の部分においては，資料によって「憲資・総○」「憲資・

国○」等の資料番号の付番の有無が見られるr．母終報告書等には，この点に関する説

明記述を見いだすことはできなかっ，た。しかし管見の限り忙あっては，この資料番号

は，各部会または委員会によって付与されたものと推測される。また，番号の付与さ

れた資料は，調査会における審議に用いることを本来の目的として新たに執筆作成さ

れた資料であり、．他方k番号の付与されていない資料はすでに発表・公刊されたもの

の中から，調査会の審議に活用するためその全部または一部を抜粋することによって

調査会の資料としたものと考えることができる。

　次に，国立国会図書館（以下「当館」と記す）における憲法調査会関係資料の所蔵

状況について触れておきたい⑫。次章0）資料一覧に掲載する資料はその大半が当館に

所蔵されている。資料は通常の図書（冊子）形態のものと，マイクロフィルム（35mm

ロールフィルム）形態のものとがある。このうちマイクロフィルム資料は，調査会の
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活動終了後，調査会事務局の手により最終輯告書の資料目録に従って一点ずつ撮影が’

行われた。撮影が省略された一部の資料（表中※印）を除き，調査会関係資料のほぼ

全部が囎猷ている．議事鍋撮影力・行われたが，当館ではこの部分1・ついてはii

ピーを作成しなかったため，マイクロフィルムの形態では所蔵していない。このマイ

クロフィルムは，20巻から構成され（「21巻」として別丁部分が存在するが，・最終巻の

末尾に邑緒に収録されている），憲政資料室において閲覧が可能であるd図書形態の資

料は，当館中央書庫に所蔵されておP．，これも閲覧することができる。また，当初は

図書形態であった炉，破損が進んだためにマ「イクロフィッシュ化した資料が例外的に

存在する。前記のように，議事録については当館にマイクロフィルムが存布しないこ．

とから，中央書庫所蔵の資料を利用することになる。こあ他，憲政資料室に所蔵ざれ’

ている「佐藤達夫関係文書」の中に調査会関係資料が含まれている。さらに，同室に

は「西沢哲四郎旧蔵憲法調査会章料」が所麟されている（軌

　（3）結　　　び

　調査会が当初めざしたものは，国家の基本法である憲法の改正であった。鳩山内閣．

が企図したとおりにそれが実現していたならば，その結果日本の国家として．di進路に

どのような変動が生じたであろうか。憲法改正を想定したその設立経緯や活動をめぐ

って，当時多くの議論が交わされた。しかし調査会が，当初の目的である憲法改正に

ついては，結局これを達成’ ｵえぬままその活動を織たこと，加X爾後経過した年

月の長さは，調査会やそあ関係資料についての記憶や知識をわれわれから遠ざける方

向に作用したといえよう⑭。こうした京を考慮するならば，丁半会の長期に及ぶ活動の

所産である関係資料について，・ここで整理をしておくことは有用であろう。それは調

査会が歩んだ足跡を記憶によみがえらせることにはとどまらない・現代政治・とりわ

け国際政治の動向と不覗の接点を持つ憲瀾題が過去において．どのよう襯角から

議論の姐上に乗せぢれたの’ 吹Eを確認し，そこか6現代の問題を考察するための一つの

方途を提供できるのでにないだろうか。

　しかし，資料の紹介に主眼を置く1以上，少なくとも調査資料についてはその一点一

点について，内容の解題までを行うべきであったと思うっそのことにより，後に示す・

　「索引（2）」についても，これをさらに細かく，．憲珠の条文ごとに作成することができ

たのではないかと思われる。この点で，本稿は調査会関係資料の目録として必ずしも

十分なものとは言えないであろう。また所蔵調査についてもまったく遺賢の恐れなし

とはしえず、これら不足な点については随時ご指摘を賜りたい。．今後の課題としては，

各議事録や調査資料を足掛かりとレて、調査会自体の活動やその歴史的意義・さらに

は調査会において議論された諸問測・ついて・政治史醐点から考察してv’くことが

　あげられよう。

　　本稿の織に際しては，当館額調韻の佐藤功先生からご教示を受けることがで

きた．また，この他にも，筆者力渡重ねてご指導を頂いた加がお一られる・．輝で1ま

あるがここに記し，深く感謝の意を表したい。これをもって解説部分を結び，以下に・
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憲法調査会関係資料一覧と，その索引を掲げることとする。

II．憲法調査会関係資料一覧

　前章で触れたとおり，以下に掲げる調査会関係資料一覧は，基本的には『憲法調査

会報告書』の「憲法調査会会議録および配布資料の目録」に依拠して作成した（明ら

幽かな誤植と判断した箇所は訂正した）。その際書誌事項を追記したほか，当館における

所蔵状況を以下の記号によって示すとととした。

　①：本館中央書庫に所蔵されているもの

　②：憲政資料室所蔵の憲法調査会マイクロフィルムに収録されているもの

　　　　（マイクロフィルムへの撮影が省略された資料には※印を付した）

　③：憲政資料室所蔵「佐達達夫関係文書」に含まれるもの

　④：憲政資料室所蔵「西沢哲四郎旧蔵憲法調査会資料」に含まれるもの

　なお，①についてはそあ図書請求記一号を付記したが，このうち「三三」番号が付さ

れていない資料には一括して請求記号323．4Ke119kが付与されており，『憲法調査会．

資料』1～4とレて4冊にまとめて製本さμている。従っ「てこれらes同一の請求記号

を持つが，ここでは検索の便宜を計るため，各資料がこの4冊のいずれにおさめられ

ているかを明示することとし，請求記号の末尾に括弧付きの数字により収録巻を示し

た。

（1）憲法調査会会議録　　　　　　　1

　1憲法調査会総会会議i録　第1回一撃131回

　　　〈323．4－Ke1194k＞

　2　窮法制定の経過に関する小委員会議事録　第1回一曹49回

　　　〈323．4－Ke1194k2＞

　3．憲法調査会第一委員会議事録　第1回一挙49回

　　　〈323．4－Ke1194k7＞

　4’憲法調査会第一委員会小委員会議事録　第1回一斗5回
　　　〈323　L　4－Ke1194k　10＞

　5憲法調査会第二委員会議事録　第1回一三42回

　　　〈323．4－Ke1194k6＞

　6憲法調査会第二委員会小委員会議事録　第1回一新5回

　　　く323．4－Ke1194k9＞

　7憲法調査会第三委員会議事録第1回一献39回
　　　〈323　．　4－Ke1194k8＞

　8　憲法調査会第三委員会小委員会議事録　第1回’一第4回

　　　〈323．4－Ke1194kll＞　’
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o＠・
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o＠

o＠

o＠
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1憲法調査会齢部会（第一部会第二音陰第三部会・特別三会）

　　議事録　第1回一三3回

　　　〈323．4－Ke1194k22＞

10憲法調査会第「部会議i事録　第1回一三25回

　　　・〈323’　．4－Ke1194k19＞

11憲法調査会第二部会議事録　第1回一第23回

　　　〈323．4－Ke1194k23＞
12’ 尠@調査会第三部会議事録　第1・回一第30叩

　　　．〈324　：4－Ke1194k21＞　／

13憲法調査会特別部会議事録　第1回一ag　9回

　　　く323．4－Ke1194k22＞『

14憲法調査会起草委員会議事録　第1回二三34回

15離調査会起草委員会小委員旧事録第1回一二2回

16憲法調査会公聴会議事録　第r回一第46回　　・

　　　〈323　．　47Ke1194k5＞

17憲n糖灘地区別公聴鰯第1回一三9同

18　憲法調査会中央公聴会記録

　　　〈323．47Ke1194k25＞．

（2）酒三布資料の目録

　　A・日本国毒筆

1，日本國憲法・大日本二二憲法

　　調査会事務局、＜323．4－Ke119k（4）＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1r．2　The　Constitutionr　of　Japan

　∫調査会事務局　〈323．4－Ke119k（4）＞

3　Die　Verfassung　Japans

　　　調査会事務局　〈323．4－Ke119k（4）〉

，4　Constitution　dp　Japon
　　　調査会二三局　〈323　．　4－Ke119k④＞

　　－B．憲法制定の経過に関するもの

　1帝国憲法改正二二及び関係文書（一）政府側草案及グ関係文書

　　　（憲資・総9）
　　　融会事務局19S7．12153，24（E）p㈲〈323．4－K・1194t＞
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2灘鷲蘇及び関係蜘蜘他の三四
　　　調査会事務局1957．12108P〈323．4－Kb1194t＞『、

3帝国憲法改正諸案及び関係文書　E）連合国側関係文書’

　　（1憲資・総11）

　　　調査会事務局　．1957．12　14，15（E）P　〈323．4－Ke1194t＞

4帝国憲法改正諸案及び関係文書　四連合国側関係文書（追補）

　　（憲資・総i3）

　　　調査会事務局1958．267，76（E）P〈323．4－K¢1194t＞」

5欝噺諸案及び関係燈艦国側関繹（追補二）

　　　調査会藷粥’1958．416，14（E）P＜323．4－K・1194t＞

6欝欝諸案及鰍翻内大騨関係文書

　　　調査会事務局一19与8・7149P　〈323・4－Ke1194t＞　・

：惚藷響瀞玉文調「増補糎」導合騨係文書

　　　調査会事務局　1959．116，15（E）P’．〈323．4JKe1194t＞・

8華甲憲法改正諸案及び関係文書　（t）「増補版」内大臣府側関係文’

iiiiiiljli’ilK．．，li’ll＊ttii’5ii）　・ig6i．3　3p　〈323．4tKeilg4t＞

9　昭和二十一年一月一白詔書　調査会事務局⑯

10 詹T欝襟止：1945鞠リン（ポ吻令息

　　ド調査会事務局　1961．8’69，50（E）P　〈319．53－A461aK＞一

11　日本自由党憲法改正要綱関係資料（浅井重氏提供）』

　　　調査会事務局・96・・45・P「〈323・・　4－K…9k（3＞〉・

12参議院制度関係資料（浅井清氏提供）

　　　調査会事務局　196L6　10p

ユ3回転研究会関係資料（鈴木安蔵氏提供）

　　　調査会事務局1959・332P、

14　日本新憲法（憲資・総1）

　　　　　　　　　　　　　　　　一　33　＝一一
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16極東委員会（抄）（三三・総40）　／t　　．　　　・一

　　　悪難H朔クスリー）1grl二876P、

17 T顯の条騨魏緯及畔筆翠の騨蘇
　　　外務省igSS．263，8’（E）P　・〈329．8－K・119P＞

ユ8 ｿ華華即戦郷騨七二付警部騨醗．
　　　宝庫　徹　伜成年月無記載　11p「

19　憲法改正に関する最高司令官宛ホイヅトニー覚書

　　　訥査会事務局　1960．116P　〈323．4－Ke11⇔kq）＞t．

，2ﾄ騨におけ騨正に関すう議今め脚．∵プ

　　　調査藩務局・・96・．92・P・＜323．4－K…9k（1）＞

2・躰のある私的独立グループ礁法韓に関する・、AgeF’一一

　　M・E・ラウエル　　’　　　・　　’　　　　‘．・
　　　調査会事務局　1959．616，12（E）P
22　帝国憲法改E審議録←）総論編（上）（翌旦・総i33）

　　　調査会事務局・959．362517（索引）P〈323・4－K…94t2＞

23　帝国憲法改正審議SX（＝）、総論編（下）（憲資●総：42）

　　　調査会事務局　1959．10630，7（索引）P＜323・4－Ke1194t2＞

24帝唱法改正謙鋼国体及び天皇編（上）三三灰3）
　　　調査会事務局　1959．3678，16（索引）p　〈323、4－Ke1194t2＞

25、帝鴎瀬蕗諮四国体及び天皇編（下）（蔽’天6）

26調縫暴議器8戦撫搬婆翻4τ騨¢〉

　　　　調査会事務局　1958．3層551，16（索引）p
27．

E設置激正謙鋼基本酬郭内（上）（罪質1、御）’
　　　‘調査会事務局　1959．3　．．　859，17（索引）p　〈323．4－Kel194t2＞

　28　帝国憲法改正審議録㈹　基本的人権編（下）』（三三・権11）

　　　　調査会事務局　1959．8877，17（索引）p　＜323．4－KeU94t2＞

29．帝鵬法改踏議蜘国会編（上）（憲資●国8）

　　　　調査会事務局　1958．3604，13（索引）p

　30　帝国憲法改正審議録㈹』国会編（下）（三三・国9）

3、灘藷議灘’1潮岬1室難平．両4）・’．

　　　　調査蝉覇・959・3762・1？（索弓1）P＜323・4”Ke1194t2＞．

　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　34　一　．
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32帝国憲法改正審議録（⇒　司法編（三三・司2）

　　　調査会事務局　1959．3673，13p　〈323，4－Ke1194t2＞

33　帝国憲法改正審議録街　財政及地方自治綿（三三・』財（地）2）

　　　調査套事務局　1959．2377，7p　〈323．4－Ke1194t2＞

34　昭和21年11月1日進歩党近畿大会における幣原総裁の挨拶

　　附　「戦争捲棄」、と「徹底平和」に関する幣原氏の演説草稿

　　　調査会事務局一1959・312，18（附）P〈323・4－K・119kω＞

35 ?S月5嘆合国対曙含におll鰍一∵帥

　　，、調査会事務局　作成年月無記載’11P「〈323．4－Ke　119k（2）＞

361951年5月5日米国国会上院軍事外交合同委貝会におけるマッ

　　カーサー元帥の証言

　　　調査会事務局　作成年三無記載　8．，　5（E）PI

37幽 ､鰯二鱈餐鋤撤ダかサーの演説岬・

　　　調査会事務局　作成年三無詐載・28p

38 P灘離々τサー醐びホイツト噛との間に交

　　　調査会事務局　1959．226，21（E）P

39マイTti・耳・ラウエル氏から醐会長ltあ9た齢

　　　調査会事務局　1961・62，1（E）P

40　マイロ・E・ラウエル氏との会談のおもな内容
　　　調査会事務局　1961．6、7b　≦323・4－Kellgk（1）＞

41　日本国憲法の草案について（松本黙治）（三三・総28＞

　　　自由党憲法調国会’　1958．1033p　＜323．4二M348n≧

42　松本蒸考量に聞く

　　　東大占領体制研究会　1960．670P

43．日興憲厳正に対しで・945年1・騨公がをした寄与に関する

　　覚書、

　　　高木八尺「1959．611，10（E）P　＜323．4－Ta199n＞

44　高木八尺名誉教授談話録（月華・総25）

　　　東大願体制確論・958・7・層33P，〈323・4－T・・99t＞

45廊の言引意に存する憲法改正の際の修正点一参議院内閣委員会に

　　おける鈴木i義男氏のロ述速記一（憲資・総12）

　　　調査会事務局『1958．243p　〈323．4－Su911w＞

46　浅井清氏に聞く　　　　　　’『

　　　調査会事務局1961・735P　〈323・4－Ke手1gk（3）〉

　　　　　　　　　　　　　　　　一r　35一　’
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47岩淵野晒氏に開く

　　　調査会事務局、、1961．640p

β餓難懸濁贈る繍衣大学騨晦
　　　我妻栄’・962．7　，49P〈323．4－K・・19ゆ

4臓争糠条項と天皇制繍と糊粘について一大輸織の息．

　　女のメモー

　　　調査会事務局』1952．221p

50」 v�?ｷとビナック教授との間にp・わされた書かん（ママ）

　　　調査会事務局　1961．6，4，3（E）P　＜323．42－Ke119t＞

51　戦争放棄条項の提案者についで（馬場恒吾「自伝点描」・およびハ

　　リー一・E・・ワイルズ「東京旋風」抜粋）

　　　調査会事務局　1961．6．5P　〈323．4－Kellgk（2）＞1．

52鮮燃を通じてみ寛々改正ζ継挙（昭和2・年4月10日施．

　　行）ゴとの関係

　　　調査会事獺i96・…8P〈32314－K…bk（・）〉

」53　占領初期における憲法改正問題に関する世論の動向マ政党その

　　他の憲法改正案に対する世論の斥響を中心として一（三三・総34）

　　　佐藤　功　1959．4・52p　＜323．4－Ke1194s2＞

54　日本国憲法成立の経緯（憲資・総46）

　　　入江俊郎　1960．7’472p　〈323．4－1496n＞

∫55　日本国憲法成立経過の大要（憲奪・総3）

　　　佐藤達夫　1957．441p　＜323．4－Sa8932n＞tt

56制憲工作の国際的背景（三三・総43）

　　　入江啓四郎、1959．1291p’＜323．4－1492s＞

57 �V群団藩ング●運氏ρら憲法繊長，

　　　調査会事務局　1961．917，8（E）P

58　日本国憲法各条章g）沿革（憲資・総38）

　　　調査会事務局　1959・7186P　〈323・4－Ke1194n＞

59’司令部草案と日本国憲法との対照（英文）

　　　調査会事務局　1959・854P　〈323・4－Ke119k（1）》

6Q’第go回帝国貴族院議事速記録抜粋（勾画・総8）

　　　調査会事務局　1957．1244p
61　日本国憲法制定経過日録（三三・総7）　　　’＼

　　　国立国会図書館　1957．11245p　〈323．4－Ko548n＞

・62天皇かくて人間となる　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　’面岩群準二　　1960．1　　19p

　　　　　　　　　　　　　　　　－36一
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63　天皇の「人間宣言」草案秘話

　　　奥山益朗　1961．315P　〈323．4－Ke119k（1）〉．　　　　、．

64マッカーサー．（抄）

　　　C・ホイットニー・

65連合国占領下の日本：’ i憲盗』・総29）、　　　　　　Nt

　　　H　・・ボニ「トン　1958．11　200p

　　　〈329．8－cB73rKII5，　〈YD5－HB945・一一g47＞（is）　．

66，SF二二ゲ戦時の要職にあ一りて（抄）

　　　ヘンリー・L・スヂムソン，ヤック・（｝・バンディ’1959．4

　　　30p　’　，　一　il　．

67　わが一生の思い出（抄）

　　　ジェームズ・一F・バーンズ　1959．6　11P

68　日本敵か味方か（抄）

　　　ウィリアム・M・ボール1959・59gP’〈323．4－Kellgk（1・）＞

69・新生日本（抄）（憲資・総23）

　　　ハロルド・S・、クウィグレr，ジLヨ、ン・E・ターナー　1958．6’

　　　95p　〈323．4－cQ6sK＞，

70現行日本国憲法制定までの経過（憲資・総1の

　　　層ロバート・E・ウォード’1958．359p〈323．4－cW26gK＞

71冷戦時の日本国憲法（憲資・総22）

　　　T・マックネリー　1958．624P　〈323．4－cM　16rk＞

72　日1本国憲法一冷たい戦争の子一（憲資・総：41）’　’

　　　T∵マックネリー　1959．8　34P『〈323．4－cM16n2K＞

73日本の憲法改正に対する国内的・国際的影響（抄）慮資・締）

　　　T・マヅクネリー　1959．4142P　〈323．4－cM16nK＞

．　74　独逸連邦共和国基本制定の経過について

　　　1稲葉　　肇多　　20P「

75『 hイツ連邦共和国基本：法制定。｛）経過（三三・総：49）

　　、稲葉・修亦二二三ig60．11，154’，257．（資料）P

　　　〈323，64－Ke119d＞一

76　国際的影響下り制憲事業．（憲資・総51）

　　　・入江啓四郎1961．160，．25（E）P〈323．6－1492k＞

77　ドイツ連邦共和国基本法制定の経過（三三・総16）

　　　ヘルマン・J・マンゴルド　1958．343p
78tt hイツ憲法の再建一ボン憲法の制定経過一（三三’・総；21）

　　　カール・J・フリー・・一ドリ’ッヒ　1958．542p

79　そタリア国との平和条約（抄）

　　　調査会事務局　1959．49p
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80　Memorandum　in　Answer　td　a，，n　lnquiry　relating　to　Articlg

　　XXVIII　of　the　SCAP　Draft　of　Model　Constitution　’

　　　”ゆイロ・E・ラウ土ル・作成年月無記載　7P

81　Kades’　Letter　to　Prof．　McNelly

　　　調査会事務局ユ959・116P
・』

W2 C総㎝伽Y細▽it典Fr璽馬脚A騨，

　　　T・マラクネリー2P
s3　Upited　＄tates　Occupation　’ ooli6i，es　in　J，ap4p　sin6e　Surrender

　　　H・ボートン　1958．9　11p　、

84’　The　Con’s－titution　Question

　　　村田聖明、作成年月島記載、3p，　　　l　　　　　t’一・

85．現行憲法の正当性一制憲過程にあらわれた憲法と国際法一

　　　芦部信喜・1962．5’2gP　〈323’．4－Ke119k（2）＞

86’「現行憲法の正当性」q323　．　4－Ke119k　（2），ヒ判大石騨・・1964’∵6P．

　　C」一憲法運用の実際に関するもの

、一 ﾊ　 ’　1，　　　　昂　1，国会において行なわれた憲法に関する論議←）（三三・総18）

　　　内閣法制局　1958．3　367p、〈323．4－N249k＞

2・国会において行なわれ三法に関する三口（融・総24）t’t

　　　　内閣法制局　1958．6　i73p　〈323．4－N249k＞’

3国会において行なわれた翻・関する講口麟・総3・）

　　　　内閣法制局　1959．1．g1P　＜323．4－N249k＞

　4憲法関係法制意見集（憲資・総19）　　　　i・

　　　　調査会事務局一1958．3104P　＜323．4・Kellgk＞

1欝競る繍騨及照照伊0’・先1四三
　　　　調査会事務局1958．9588P〈323．4－K61i94・＞

　6最：高裁判所高等裁判所憲法関係判例三三（三三・，総15ジ

　　　　最高裁判所事務総局　1058，3146p　〈323．4－Sa211k＞

　7最：高裁判所が取り扱った憲法問遮の概要’．

　　　　最：高舞判所事務総局　1958．3’20p，

　8．デモクラシ牙の諸問題と日本憲法（憲資・維37）

　　　　R・カピタン　1959．618P〈323．4－cC24d－N＞・

　．9　ドイツ連邦共和国基本法一その規定の改正経過一（二三ノ総54）・

　　　　三三・・961・6、88…65（D）P〈323・64－pl屯12S＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　一　38　T．’
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10　アメリカ合衆国憲法修正諸条項の成立過程に6いて（三三・総45）

　　　久保田きぬ　196b．3’44p・＜323二4－Ke119a＞

・・ドイツ三冠あゆみ（三三1総58）・

　　　山田晟1962・7172P〈323・64－Y155φ
’12　フランス憲法のあゆみ（憲資・総48）

　　　’野村敬造1960・11288・167（資料）P〈323・6S－N93？h＞

13　イタリや憲法のあゆみ（憲資・総52）

　　”野村敬造’1961．3．110p　〈323．4－Ke119k（3）〉、

14　各国憲法の特質一

　　　自民党憲法調査会　1961．12享ssP　〈323．4・Kellgk（3．）〉

，15フランろの憲法上の体験の教訓

　　　R・カピタン、19604　45P
16新しい国々における自由と郎主主義（憲資・総4め

　　　・国際文化自由会議　ユ960・5146P　〈3斗1－Ko548aK＞

17・東南アジアの民主主義

　　　高柳賢三1911，5　21P’〈323・4”kengk（1）〉

天　皇’
18憲法に規定する夫皇の由事行為に関する文書＄の形式例

　　　内閣官房　195920p
19 D鷺行為に関口証回信年’委任．四三状

　　　・外務省　作成年月無記載　47p

20皇室典範の制定経過

　　　高尾亮一　1962．437P、〈323．4－Ke119k（2）＞

21　皇室経済法の制定経過
　　　高尾亮一・・962・43・P．〈323・4－K・1・9k（2）＞

22　皇位継承と祖宗の神器，、

　　　葦津珍彦：1962・66P＜323・4－K・119k（2）＞

23　国民国家の象徴どしての天皇（三三・天8）

　　　臼井二尚　1960．1　37p　〈323．41－U773k＞

24・現代の日本における「みかど」の役割一Pンドン・タイムスー

　　　調査会事務局　1959．12・9，8（E）P

層25　立憲君主制（「新生日本」抜粋）

　　　ぴルドOS’4ウ砺ジマン画一ナー　1959．・？・

26　イギリス女王の憲法上の地位（一英国人の西春三把宛寄稿）

　　　調李会事務局　、1960．3手Op

　　　　　　　　　　　　　　　　－39一
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’27イギりス謙面談制の一要素としての国王について（憲回天5）

　　　H・モリソン「1959・8’23P
28’

Mリシャにおける君主制
　　　スグリツアス　196Q．9’5P．〈323．4－Kellgk（1）＞

29ベルギー及びオランダ国王の政治的地位について

　　　外務省　1960．210p

30　北欧三国の君主制について

　　　外灘！g60・216P〈323・4・K・119k（1）＞

31ヨーロッパの現君主制（膏雨・天4）　　　、

　　　．ノ」、木木日浦三　　1959．6　23p

’32．君主制ピおける君主の地位と齢（憲資●X7）

　　　清水　望・小林昭三　1959．9・87p

33今日に聴ける君主制の特色（三三・天1）

　　　佐藤功・957・63・P・　、．　…
34　現代に対する君主制の意義

　　　H・ヘアファールト、1960．124P　i〈323・4－K・119k（1）＞

35看主制の本質（「一般国家論」抜粋）

　　　G・イエリネック1959・818P　、　、／t　1

戦争放棄

36　白米安全保障関係文書集（前壷、・戦4）

　　　調査会事務局　1959．9113p　・〈329．19－Ke119n＞

唱37 枢ﾚ開す聯判醐検察官上告趣r二巴方’

　　　調査会事務局
　3S　自衛隊をみつめる！朝日新聞掲載論説）

　　　調査会事鶴1959・1231P〈323・4－K・119k（1）＞

　39　国民の風潮丁中立主義一・一ジャパン・タイムスー

　　　調査会事務局　1960．911p　ぐ323．4－Kellgk（1）＞

　40西ドイツの再軍備に関する基本法修正条項一

　　　　麻生　茂，46p
4・、ドイツの騨備一命法的考察一（三三・戦5）

42世糊獄1495p1323’64－H982d＞・

　　　　近藤騨・961・396P、、”．，1　「〕、

里塑墜壷　・．　，　　　’一

　　　　　　　　　　　　　　　　・一　4b　一
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43　改正刑法準備草案　附　同理由書

　　　刑法改正準備会

4倣教職の齢榊宮及び皇室．一・
　　　高尾亮一・1962．6　16P　〈323．4－Ke119k（2）＞

45一日本農村における相続の実態と農業相続法政棄

　　　塩田定．一　1961・12，73P　〈323・4－Ke119k（1）〉・

46’　・人権保護法とその判例tt

　　　河原唆一郎　作成年月無記載・26p

47ドイ熱唱共和国の連邦憲法裁判弗ホぴ州憲法裁判所州例

　　に関する報告：（心墨・権12）

　　　B・ヴォルフ1959．・1　’・・78P〈323．64－cW95dT｝

48　イタリや共和国憲法の人権i規定に関する報告（憲資・権i13）

　　　M・マテウッチイ・96・・6　’　42・32（1）P＜323・6学一cM，43iK＞・

49　ソビエトにおける司法上の人権保障（憲資・司5）

　　　宮崎昇　1963．1、103p　〈327．98－M667s＞

50一英国及び北欧諸国における法律扶助制度

　　　西　迫：雄　1960．3　60p’L

51基奉的雌の制限一とくにア刈かインド及び時の憲法に関

　　連させてL（憲資・権10）
　　　デュ・yガ・D・ベイシュ・959・4io・・7g！E）P〈A22S－23＞

52　基本的人権の保障と制限（憲資・権1）』

　　　水木惣太郎　1957．360p

国　会
13欝等締繊鐡．内閣め関係（資料集）（憲資●

　　　調査会事務局　1959．9’86P　＜314．4－Ke119h＞

54・ d欝欝婆盤響（西沢哲脚
55・国会法の制定過程と．問題点

　　　黒田覚1960．334P＜323．4－Ke119k（3）＞
s6　日本議会法の今昔

　　　J・ウイリ・アムズ、1959．7「54p

，57参議細字選挙法の制定盤，

　　　自治大学校　1960．10177P　〈323．4－Ke119k（3）〉　　・　’

58　政党法案要綱に関する細川矢部私案，

　　　勝事会事務局　．1962・4　・7P　〈323’・4－Ke119k（3）〉

　　　　　　　　　　　　　　　　＝41一’
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’59西ドイツ政党法案及び関係文書（三三・総50）

　　　土屋正三　1969．11180P　〈315．34－Ke119n＞　、　幽1

’60』 ｭ；党く上）’一現代国家におけるその組織と活動一tt

　　　M・デユV“iルジュ1962・6，176P〈323，47K・119，k（3）＞

61　国民投票についての辻清明氏の所論

　　　調査会事務局1962．58P　〈323．4－Kellgk（2）＞

62国訓票制度（融・総59）
　　　宮田　豊　1962．876P　〈314．9－M655k≧～〈A259－1＞　’

内　　閣tt　　　　　’
63’ u首相公選論」批判一その意義と危険について一

　　　辻　清明　1962．5　19p’
6，4「首相気立」の擁護しその鹸と意義について一

　　　鵜飼信成・1962．620P　〈323．4－Ke119k（2＞＞

65　大統領制のもつ危険一首相公選制の欠陥をつくr

　　　K・レーヴ・エンシ「ユタイン　1962．17P

66　首相公選制の価値に？いて・

　　　小林昭三1962．57P〈323・4－K・119k（2）＞

67　フランスにおける大統領制の効用「

　　　晒デユヴェルジェ1963・336P〈32314“Ke119k（2）＞

68西ドイツにおける緊急事態に関すう基本法改正草案・

　　　黒田　覚，1963．424p

司　　法

．69　日本に臨ける憲法事件の判決億資・可3）

　　　ナザrル・L・ネーザンソ7・9601132・36（E）P

　　　〈323　．　4－cN　27n＞’

　7Q西ドイツ連邦憲法裁判所
　　　．J・フェデラー作成年旧記裁18P

　71　イタリヤの憲法裁判所（三二・司4）

　　　　野村敬造　1961．1132，36（資料）P　〈323・67－N932i2＞

　72』ソビエトにおける舞判所制度億資卵司6）

　　　　宮崎昇1963．2’101p〈327．1－M667s＞
73駐的法治国家において裁判｝・なじまない離行為億資・申7）、

　　　　H・シュナイダー　1963．1、77P　〈323・lrcS35mk＞

財　　政『
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74　・’

尠@第89条関係資料

　　　内閣法制局　1960．4　63P’《323・4マKe119k（1）＞

75予算制度（憲資・財1）

　　　河野一之、1958　：・3　43p

地方自治’
76憲法と地方自治＿地方団体の髄三一（憲資・地・1

　　　土屋正三　1957．369p

改　　正
77　憲法改正条項の考察（憲資・1改i2）

78・

尢?n耀三一這轡）P＜3・2　3　・　4”K6444tl．1＞

　　　4淋直樹1962。4gP〈323．4－K・119kl（2）》

79憲法改正の本賞賄および限界

　　　K・レーヴェンシュタイン　1962．4・36P
　　　〈323　．　4－Ke119k　（2）〉

最高法規
層8X・埼謙燃響柳を中llとして一図最2）

81オランダ憲法と国際法（三三・最3）’

　　　H・F・ファン・パンホイス　1961．5　32P

　　　　＜323．6493－cP190k＞

吝国憲法および立法例　　　　　　　　／

　85・ラランス1946’年4月19日憲法草案

　　　懇回忌成年縢記載32P〈323・磯・・．9k　．（2）＞

　S6　君主に関する各国憲法O三味例（三三’天2）

　　　　内閣法制局、1957・3　32P　・　　　　　一ト

　87元首の名誉の保護に関する立法例’

　　　　騰離18レ
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88軍事に関する各国憲法の立法例（憲資・戦1）

　　　内閣法制局　1957．325p

89軍事に関する各国憲法の規定の一覧表（増資・載3）

　　　内閣法制局　1959．1　1p
gO　各国憲法における基本的人権の総則規定（憲登・権2）一

　　　内閣法制局　1957．344p
91　国民の基本的義務に関する各国憲法の立法例（三三・権3）

　　　国立国会図書館　1957．3　21p

92　法の下の平等に関する各国憲法の立法例（三三・権14）

　　　内閣法制局　1962．6　32p、

93公務員に関する各国憲法の立法例（三三・権15）』

　　　内閣法制局　1962．8　37p

94集会および結社に関する各国憲法の立法例（憲章・権4）

　　　内閣法制局　1957．326p

95・表現の自由に関する各国憲法の立法例（三三・de　5）、

　　　内閣法制局　1957．3．29p

96　家庭に関する各国憲法の立法例（三三・権6）
　　　内閣法制局’1957．3　19P　　　’・・

g7労働者の権利及び義務に関する各国憲法の立法例（三三・権7）

　　　内蘭法制高　1957．3　40p

98財産権の保障に関する各国憲法の立法例（三三・権8）

　　　内閣法制局　1957．323P
舶　上院議員の選任の方法に即する各国憲法の立法例（憲姿・国1．）

　　　国立国会図書館　1957．312p

…両院の権限にeeする各鴎法の鱒三二資・国2）唱

　　　内閣法制局　1957．3　17P

10個糠議回議嚇嘩例（三三’剛
102解散制度に関する各国憲法の立法例’（三三・国4）

　　　内閣法制局　1957．3　12p

103回目委員会制度に関する各国憲法の立法例（憲資・国7）

　　　内閣法制局　1957．3　15p
104選挙の公正を確保する制度に関する各国憲法の三珠例』 i憲資・国

　　11）

　　　慶谷淑夫　1962．932P．〈314．8－Ke1162s＞

105一選挙の公正（選挙区の画定，選挙の管理および選挙訴訟）を保障

　　Jg一る左めの機関に関する立法例

　　　、調査会事務局　1962．448，5（付録）p　〈323．4－Ke119k（2）〉
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　　＠＠＠

　　＠＠＠・

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠

；　＠＠＠

　　＠＠＠

　　＠＠＠・

　　o＠＠＠

o＠＠＠



ユ06 蜴O冠びその旧臣の任免に関口国憲法の規定

　　　　国立国会図書館・1957・3　21P

107　内閣不’信任制度に関する各国憲法り立妹例』（首星・内1）

　　　　内閣法制局　1957．3　16P

108　緊急命’令制度に関する各国憲法の立法例（三三・内3）

　　　　内閣法制局　1957．3　11p

’109　憲法裁判に関する各国憲法の立法例（憲資．・訂1）

　　　　内閣法制局　195ブ．3、15p

110歳出の増加又は歳出見積の変更をきたすべき内容の岳律制定の

　　　制限に関する各国憲法の立法例（憲資・国5）

　　　　内閣法制局　1957．3　15p

111予算の修正権平等に関する各国憲法の立法例（憲資・国6）

　　　　内閣法制局　1957．3　11p

112　地方自治に関する各国憲法の立法例（三三・地2）

　　　　内閣法制局　1957．3　47p

113憲法改正手続に関する各国憲法の立法例（憲資・改1）

　　　　内閣法制局　1957．3，19p

114tt条約に関する各国憲法の立法例’ i三三・最ll）

　　　　内閣法制局．．　1957．323p

　　　レ躰暉法の改正蘭燗するもの

　1　日本国憲法改正諸案（憲資・総39）

　　　　調李会事務局　1959．3・641p　〈323．4－Ke1194n2＞

　2憲法改正論および改正反対論における基本的対立点（憲資1総57）

　　　　佐藤　功　1962．5，353p　＜323．4－Ke119Sa787k9＞

　3 憲法改正に関する賛否あ論点（恵資・総4）

　　　　調査会事務局　19574　69P　〈323・4－Ke1194k3＞

’・t4　日本の「第三憲法」のための諸「試案」

　　　　欝欝1齢鳶デゼ’96116，　37P

　5　日本国寺法についての論評（憲奮・－総3勿．

　　　　W・ゲルポジ1959．132，29（E）P〈32314－cG31nH＞tt

　6　日本国憲法の問題点に関する海外学識者ρ意見書（憲資・総60）

　　　　調査会事務局・964・645・，・6（追補）P〈323・4・K…94n4＞
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7憲法改正問題の推移一憲法改正運動と憲法擁i護運動に関する資

　画一（憲資・総56）　 　　　　、

　　佐藤　功　1961．119らP　＜323．4－Ke1194k16＞tt

8　Comrrients　and　Observations　by　Foreign’Schblars　on　Prob－

　Iems　concerning　the　Constitution　of　Japan，　1946

　　調査会事務局　1964．5284P　　　　l

o＠＠＠・

＠＠

E．公聴会および世論調査に関するもの

1、公聴会の経過および結果の概要　　　　　　＼　、、

　　調査会事務局．1961．1281回忌〈323．4－Ke119k（3）＞

2公聴会の経過および結果の概要についての報告

　　　調査会事務局　1961．79P　〈323．4－Kellgk（1）＞

3憲法に関する世論調査（総合報告）（昭和36年6月）

　　’内閣総理大臣官房審議室　1961．6　69p

4憲法に関する世論調査（総合報肯）付録資料・（昭和36年6月）

　　　内閣総理大臣官房審議室・’　1961．6　215p

5憲法に関する世論調査（7），（昭和36年12月）

　　　内閣総理大臣官房広報室　1961．1282，7（資料）p

6憲法に関する世論調査概要報告（昭和38年1月）

　　　内閣総理大臣官房広報室　1963．1・29p

7憲法に関ずる世論調査（8）（昭和38年1月），

　　　内閣総：理大臣官房広…報室　1963．1ユ31，9（資料）p

8　憲法に関する世論調査概要報告（昭和38年10月）

　　　内閣総理大臣官房広報室　，1963．1027p

9・憲法に関する世論調i査（9）（昭和39年3月）　∴

　　’内閣総理大臣官房広報室　1964．3　112P

10　日本の世論（憲資・総44）

　　　清水　伸　1960．3217p　〈323．4LSi384n＞

一〇＠

o＠＠

・＠

＠一

＠

・＠

（ill）

＠＠

＠＠

o＠＠

F。憲法調査会に関するもの

1憲法調査会の性格及び任務をめぐる国会の論議（憲資■．総5）

　　調査会事務局　1957．7、28p

2　憲法調査会設置に至るまでの経過概要（憲資ゐ総6）

　　調査会事務局　1957．1216P

3　日本の憲法調査会一憲法改正への布石一

　　ジョン．・M・マキ1960．1125P．

CD＠

＠（25）

＠
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　G．憲法調査会年報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’1憲法調査会年報（昭和31・32年度）

　　調査会事務局　1958・368P・〈323．4－Ke1194k4＞

2憲法調査会年報（昭和33年度）

　　調査会事務局　1959．41　123p，資料　〈323．4－Ke1194k4＞

3　憲法調査会年報（昭和34年度）

　　調査会事務局　1960．4183P，資料《323．4－Ke1194k4＞

4憲法調査会年報（昭和35年度）

　　調査会事務局　1961．4254P　〈323．4－Ke1194k4＞

5　憲法調査会年報（昭和36年度）　’

　　調査会事務局　1962．4284P　＜323．4－Ke1194k4＞

6憲法調査会年報紹和37年度）、

　　調査会事務局　1963．4356P　〈323．4－Ke1194k4＞

7．憲法調査会年報（昭和38・39年度：）

　　調査会事霧局　1964．12395P　〈323．4－Ke1194k4＞

　H．憲法運用の実際についてのし■査報告書等

　　　（憲法調査会報告書付属文書第三号一第十号の索引）⑳

　　調査1会事務局　1964・7　91P　〈323．4－Ke1194k28＞

　1．’憲法調査会報告書の概要

　　踏会事務局’・964・7248P〈323．4－K・・194k27＞

　　　　　　　　ダ　J．憲法調査会報告書

　　調査会事務局　Ig64．71167P　〈323．4－Ke1194k26＞

　K．憲法調査会報告書付属文書

1憲法調査会における各委員の意見（付属文書第1号）

　　調査会事務局　1964．7782P　〈323．4－Ke1194k26＞

2、憲法制定の経過に関する小委員会報告書（付属文書第2号）（20

　　調査会事務局　1964．7781回忌〈323．4－Ke1194k26＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’1

　　　　　　　　　　　　　　　－47一
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3憲法運用の実際についてめ調査書告書（第r委員会）（付属文書

　第3号）一国民の権利及び義務・司法一（2’8）

　　’調査会事務局　1964．7・466P　＜323・4－K：e1194k26＞

4憲法翻の実際についての調査報告書（第二頽会）（イ嘱文書

　’第4号）一国会・内閣・財政・地方自治一㈲

．調査会事務局・964．74・・P〈323．4－K…94k26＞

5憲法運用の実際についての調査報告書（第三黎会）『（イ嘱文書

　第5号）‘＝禾皇・戦争の放棄・最高法規一㈱

　　、調査会事務局1964・7308P〈323・4－K・1194k26＞－

6基本的問題に関する報告書（付属文書第6号）、

　　調査会事i務局　1964．7’．135P　〈323・4－Ke1194k26＞

7前文・天皇・戦争の放棄・改正・鵬瀬｝・関する雛書（第一

　　部会）・（付属文書第7号）／t

　　調査会事務局　1964．7268p《323．4－Ke1194k26＞・

．8．ki民の権利及び義as　；司法に関する報告書（第；部会）（付属文

　　書第8号）
　　　調査会事務局・9．64．7・7・P〈323・4－K…94k26＞

9国会・内閣・財政・地舶治に関する結書（第三部会）（イ嘱

　　文書第9号）　　　　　　　，
　　　調査会事務局・964．733・P”〈323・’4一耳・・i94k26＞

10憲法無効論に関する報告書（特別部会）（付属文書第10号）

　　　調査会事務局1964．771P〈323・4－K・ユ194k26＞

1i公聴会に関する報告書（付属文書第11号）

　　　魂査会事務局　1964．7285P　〈323・4rKe1194k26＞

12海外調李に関する…報告書（付属文書第12号）

　　　楚会勢局・964・7β5・p1323・4－Ke1194k26＞
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・に関するもの）’と。（憲法運用破際。・関するもの）について・日本鴎法の章ごと

riこ整珪分類を試みたものである。　Cについては最終報告書にお硲て分類がなされてい
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　◎索　　引（1）

機関・組織　　　　　　　　　　　　、

外　務　省

　B－17，C－19，29，．30　’

刑法改正準備会

’C－43

憲法調査会事務局

　A－1～4〈全），B－1～13，19～40，

　45　一“　47，49　’v　52，57　一v　60，79，81，　C　一

　4一一5，24，26，36・一一’39，53，58，61，105，D－

　1，3，6，8，E　’一1，2，F　一1　一v　3，G　’

　1～7（全），H（全），1（全），J（全），K－

　1～12（全）

国際文化自由会議．

　C－16

国　務　省

　B－15，16

国立国会図書館

　B－16　，　C　一82　一一　84　，　91，　99　，　106

最：高裁判所事務総局

　C－6一一7

参議院法制局

　C　一82　一v　84

自治大学校

　C－57

衆議院法制局
　C　一82　一；　84

自由党憲法調査会

　B－41

自由民主党憲法調査会

　C－14

東大占領体制研究会

　B　一44　，　C　一54

内閣官房

　C－18

内閣総理大臣官房広報室

　E－5－v9

内閣総理大臣官房審議室

　E－3，4

三盛法制局

　C　一1　一一3，74，82　一一　84，88　一一　90，92　一　98，

　100－103，107一一114

連合国最高司令官総司令部民政局

　（GHQ／SCAP，GS）

　B－14’　・

個人名：日本人

葦津珍彦
芦部　信喜

麻生　　茂

稲葉　　修

入江啓四郎

入江　俊郎

鵜飼　信成

大石　義雄

奥山　益朗

河原唆一郎

久保田きぬ

黒田　　覚

河野　一之

小林　昭三

小林　直樹

近藤　俊清

佐藤　　功

佐藤　達夫

佐藤藤佐
鮫島　真男

塩田　定一

‘清水　　伸

清水　　望

高尾・亮一

高木八尺
高野雄一

一49‘

C－22

B　一85

C　一40

B－74，75

B　一56　，　76

B－54

C　一64

B　一86

B　一63

C　一46

C－10

C－55，68

C　一75

B－75，C－31，32，66

C－77，78

C　一42

B－53，C－33，D－2，7

B　一55

C　一87

C一，　9

C．一45　，

E－10

C732

C－20，21，44

B　一・43

C　一80



高柳　憲三　C－17

辻清明C－63』
土屋’ ｳ三‘ b－59，76

西　　迫雄　C－50

野村敬造　C－12，13，71

萩原　　徹　B－18

藤樫・準二　B－62

藤田・嗣雄　C－41

松本　平治　B’一41　’

水木惣太郎℃一52

宮崎昇C－49，72
宮田　　豊　C－62

’村田　聖明　B－84

山田　晟C－11’
慶谷　淑夫　C－104

我妻　　栄　B－48

個人名：外国人

イ．エリネック，G．

（Jellinek，　Georg）

ウイリアムズ，J．
（Williams，　Justin）　．

ウオード，R．E．．

（Ward，　Robert　E．）

ヴォルフ’，B．

（Wolff，　Bernhard）

オプラー，A．C．
（Oppler，　Alfred　C．）

カピタン，R．・

（Capitant，　Ren6）

クウイグレー，正しS・

（Quigley，　Harold　S．）

ゲルホン，W．
（Gellhorn，　Walter）

．シュナイダー，H．
（Schneider，　Hans）　’

スグリツアス，
（Sgoritsas）

スチムソン，H．：L．

（Stimson，　Henry　L．）

．　C　一35　，

C　一56一

B－70

C　一47’

B　一20

C－8，15

B－69，

C　一25．

D－5

C　一73

C－28．

B　一66

ス．ボールディング，RM．
（Spaulding，　RObert　M．）

ターナー，J．E．『

（Turner，　John　E．）　・

デユヴェルジェ，M．
（Duverger，　Mauric，e）

ネーザンソン，N．：L．・

（Nathanson，　Nathaniel　L．）

バーンズ，J．F．’

（Byrnes，　James　．F．）

六ンディ，M．G．

（Bundy，　McGeorge）

ノぐンホイス，H．F．

（Panhuys，　H．F．　van）

フェデラーJ．
（Federer，　Julius）

フリードリッヒ，C．J．

（Friedrich，　Carl　J．）

プレイ〉スリー，G．H．

（Blakeslee，　，G．　eorge　H．）

ヘアファールト；H．
（Herrfahrdt，耳einrich）1．

ベイジュ，D。D，

（Basu，　’Durga’　Das）

ホイットニー，C．

（Whitney，　Courtney）

ボーートン，H．．

（Botton，　Hingh）

ボール，W．M．
（Ball，．　W．　Macmahon）’

マッカーサー，D
（MacArthur，　Duglas）

マキ，J．M

（Maki，　John　M．）

マックネリー，T．・

（Macnelly，　Theodore）

マテウッチイ，M；
（Matteucci，　Mario）

マンゴルド・，H．Ji

（Mangoldt，　Hermanri・　Jl）

モリソン，H．S．・

（Morrison，　Herbert　S．）’　．

一　50．r

D一　4

B－69，

C　一25

C－60，67　．

C　一69

・B　一67

B　一66

C－81’

C　一70

B－78

B－15，ユ6

C　一34

C　一47

B　r64

B－65，83　，

B－68

B　一・38

F－3

B－71－v

73，82　・

C　一48

B：一77

C－27



ラウエル，M．E．

（Rowell，　Milo　E．）　一

レーヴェンシュタイン，K．
（Loewenstein，　Karl）’

個人名：談話・演説者

浅井　　清

岩淵　辰雄

幣原喜重郎

鈴木　義男

高木　八尺

西沢哲四郎

松本　無治

ヤッカーサー，D．

（MacArthur，　Duglas）

ラウェル，M．E．

（Rowell，　Milo　E．）

◎索　　引（2）

第1章天皇（1～8条）

B－21；

39，80

C　一65　，　79

B　’一46

B　一47

B－34

B　一45

B　一44

C　一54

B　一42

B　一35　一v　37

B　一40

　　B－24，25，62，63，C－18－v35

第2章戦争の放棄（9条）
　　B－26．34，49，51，C－36－42，88，89

第3章国民の権利及びi義務（10～40

条）：B－27，37，C－43～52，90～98

第4章国会（41～64条）
　　B　一29　，　30　，　C　一53　一一・　62　，　99　一一　105

第5章内閣（65～75条）
　　．B　，31　，　C　一63　一68　，　106－108

第6章司・法（76～82条）
　　BL32　，　C　一69　一一　73　，　109

第7章財政（83～91条）
　　B－33，C－74，75，110，111

第8章．地方自治（92～95条）
　　B　一33　1　C　一76　，　125

第9章改正（96条）
　　C－77一一79，112

第10車　最：高法規（g7～99条）

　　C　一80　，　81’，　114

第11章　補　則（100～103条）

　　該当資料なし

註

（1）』

尠@調査会法（1956年6月11日，法律

　　第140号）　第2条

（2）超党派的な憲法調査機関の構想が初め

　　て公なものとされたのは，1955年1月，

　　内閣総理大臣鳩山一郎の施政方針演説

　　においてであった。しかし，すでに政

　　党レヴェルにおいてはその前年自由・

　’改進両党において，それぞれ憲法調査

　　会が発足していた。長谷川正安氏は，

　　1954年を頂点とする憲法改正論の高揚

　　は，講和後のいわゆるサンフランシス

　　コ体制における，日本国憲法の存在形

　　式と，事実上の占領継続状態に等しか

　　つた政治の実態との乖離から必然的に

　　行き着いた結果であると主張してい

　　る。「一口にいえば；改憲論者にとって

　　昭和29年は憲法改正準備完了の年であ

　　り，30年差改憲実現の年と考えられて

　　いた」長谷川正安「憲法調査会の成立

　　一憲法調査会を調査する一」（『思想』

　　479号　1964年5月）p88

（3）調査会の設置の経緯：および活動の記録

　　に関しては，調査会事務局によって作

　　成された本報告書の他に，渡辺治『日

　　本国憲法「改正」史』（日本評論社，1987

　　年）を参照した。

（4）調査会は，憲法改正と日ソ国交回復を

　　二大政策課題とした鳩山一郎内閣の所

　　産であった。同内閣は，綱査会法案が

　　可決された第24国会において「小選挙

　　区法案」を提出し，選挙区割りの改変

　　により憲法改正に必要な議席数を保守

　　政党議員で確保することを企図した。

　　しかし，この専断的な政策に対しては

　　社会党をはじめ世論の批判が厳しく，

一51一



　小選挙区法案は廃案となった。また

　1955年2月の衆議院総選挙，1956年7
　　月の参議院議員選挙におい七，いずれ’

　　も保守勢力は憲法改正を発議するに足

　　る議席数（総議席の3分の2）を獲得

　　することができず，その結果鳩山内閣

　　は憲法改正を看板として掃げることを

　　断念せざるをえなくなった。．こうした

　　時期にあって、法案は成立したものり，

　　調査会の発足は見送りを余儀なくさ

　　れ，鳩山の退陣後，石橋湛山内閣を挾

　　み，岸信介内閣に至ってようやく活動

　　炉開始されたのである。渡辺前掲書

　　pp306－312，内田健三『戦後日本の保守

　　政治一政治記者の証言一』（岩波書店，

　　1969年）P81，長谷川前掲論文P87。

（5），渡辺前掲書p306，315gなお発足時の委

　　員は，自由民主党所属の国会議貝18名，

　　緑風会所属の国会三三2名，学識経験

　　者19名，計39名であった。また，調査

　　会の委員数は終始40名前後であった。

　　調査会事務局『憲法調査会報告書の概

　」要』p15，17。，

（6）調査会における部会と委員会との位置

　　付けの相違は明瞭なものでにない。憲

　　法調査会法に設置が規定されているの

　・は部会のみである。委員会方式の導入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r　　を決めた第15回総会（ig58年7月16日）

　　において神川彦松委員からこの点につ

　　いて説明を求められた高柳賢三会長，

　　矢部貞治副会長の回容によれば，委員

　　会ほ総会の付託を受けた事項について

　　のみ調査審議を行い，その点で部会に

　　比して自主性のうえで劣るとするもの

　　であるが，明快な説明とはV）い難い。

　　『憲法調査会第15回総会議事録』pp59－

　　60を参照。

（7）1962年9月東京において中央公聴会が

　　開催されたほか，地区公聴会が同年2

　　月から8月にかけて関東，近畿，九州，

　　東北，西国，’中国，北陸・信越，東海

　　ならび北海道の9地区の各中心都市に

　　おいて開催された。

（8）「政府の憲法調査会の活動についての

　　記録は・e議事録，付属資料を含め，膨

　　大な量にのぼっている。しかし，従来，

　　憲法調査会の活動は，その存在そのも

　　のに対する否定的評価と恐らくはかか

　　わっているのであろうが，ほとんど，

　　検討の対象とはなってこなかった」渡

　　辺前掲書pp44gL4SO。但・し，併せて渡辺

　　氏は，憲法改正問題を考察する上では・

　　調査会の活動をさらに検討の対象とす

　　るべきであると主張している。「憲法

　　『改正』を史的に検討するとなれば，

　　その会の存在と活動に対する否定的評

　　価とは別に，改めて；この会の活動を、

　　検討し，きちんとした形で評価を加え

　　る必要があることはいうまでもない」

　　前掲書p450。なお，各委員会が1961年

　　にあいついで作成した憲法運用の実際

　　に関する調査報告書（後註で触れると

　　おり，これらは最終報告書の付属文書

　　となった），最終報告書（1964年）なら

　　びこれらに関する一連の解説論稿（佐

　　藤功氏が執筆したもの。渡辺前掲書

　　p451，455を参照）は現在も広く読まれ

　　ている。

（9）連合部会第2回および第3回会議の議

　　事録，また起草委員会第13回および第

　　14回会議の議事録はそれぞれ合冊とな

　　っている。

⑩　第130回総会における矢部貞治起草委

　　員長の説明に基づく。『憲法調査会第、

　　130回総会議事録』pp6－7

（11）同上。

働　当館には，本稿で紹介する他に，調査

　　及び立法考査局にも調査業務用として

　　まとまった分量の憲法調査会関係資料

　　が存在する。

㈲　佐藤達夫（1904－1974）は内閣法制局長

　　官，国立国会図書館専門調査員等を三
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／

　　任ののち人事院総裁。内閣法制局にお

　　いては政府側スタッフの中心として日

　　本国憲法の制定作業に携わった。また「

　　西沢哲四郎（1903－1985）は1963年12月

　　から調査会の廃止に至るまで，調査会

　　事務局長を勤めた。前歴は衆議院法制

　　局長等。のちに国立国会図書館専門調

　　査員。　　　　　　　1

（14）1960年iいわゆる安保闘争の直後に登

　　冠した池田勇人内閣において従来の統

　　治方針からの転換が行われたように，’

　　調査会を取り巻く政治状況の変化に伴

　　い，調査会の活動目標は設置推進者た

　　ちの当初の構想から離れて次第に変容

　　を遂げていくこととなった。こg7）間の

　　経緯については，渡辺前掲書，第4章

　　に詳密な記述がある。また，こ，うした

　　現実の上に立って作成された最終報告

　　書が憲法改正問題に対して果たした役

　　割については、・佐藤功「憲法改正論の

　　系譜と現状」（『ジュリスト』638号1977

　　年5月3日）pp46－47を参照。

㈲　本文のほかにその外国語原文または各

　　種資料等が付属し，別個にページ付け

　　されている資料についてはその両方の

　　ページ数を記した。（E）は英語，（F）はフ

　　ランス語，（1）はイタリア語であること

　　を示す。

㈹　この資料は，第三委員会第35回会議議

　　事録の巻末に収録されており，独立し

　　た冊子としての形態を持たない。これ

　　と同様の場合は，以下に注記する資料

　　の中にも見られる。

（17＞第6回総会議事録中に掲載されている

　　が，これは同会議の席上，｛坂西志保委

　　員が自らの翻訳を朗読したものであ

　　る6こうした性格のものが，独立した

　　資料として最終報告書にリ琴ト・アッ

　　プされた理由が奈辺に存在するのか，

　　釈然としかねるものがあることを記し

　　ておきたい。

（18）、＜YD5－HB945～947＞は，〈329．8－cB73

　　rK＞をマイクロフィッシュ化したもの

　　であり，特別資料室において所蔵して

　　いる（3シ・：一一ト）。

㈲　憲法制定の経過に関する小委員会第5．

　　回会議議事録巻末に所収。

⑳　憲法制定の経過に関する小委員会第35

　　回会議議事録巻末に所収。

⑳　第11回総会議事録巻末に所収。

㈲　第三委員会小委員会第1回会議議事録

　　巻末に所収。

㈱　この憲法集’（82～84）は，法令議会資

　　料室においても所蔵している（請求記

　　号〈C211－34＞，7冊）。さらに，83のみ中

　　央書庫にも存在する（ただし欠落部分

　　が多い。請求記号〈323．6－Sy996k＞）。

（24）第三委員会第35回会議議事録巻末に所

　　収。

㈱　「西沢哲四郎露払憲法調査会資料」の中

　　にも同一内容の資料が存在するが，こ

　　れには資料番号（憲資・総6）が付与

　　されていない。

㈱　この他に，最終報告書には記されてい

　　’なV｝が，『憲法運用の実際についての委

　　員会報告書索引』（196149p〈323．4－

　　Ke1194k20＞）が存在する。

㈱　これは，憲法制定過程および憲法運用・

　　についての調査が終了した1961年の時

　　点において作成され，総会に提出され

　　た『憲法制定の経過に関する小委員会

　　報告書』（調査会事務局　1961．12612，

　　27P〈323．4－Ke1194k15＞）が，あらため

　　て最終報告書の付属文書として内閣を

　　通して国会に提出されたものであり，

　　両者はその本塩においては全く内容を

　　同じくする。ただし，最終報告書付属

　　文書第2号にあっては，巻末に参考資

　　料が新たに加えられている。

㈱，㈲，㈹　同様に，付属文書第3号は『憲

　　法運用の実際についての第一委員会報

　　告書』（1961．12466p＜323．4－Ke1194i
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k12＞）と，第4’号は『憲法運用の実際

についての第二委員会報告書』（1961。

12．408P〈323．4－Ke1194k13＞）と，ま

た，第5号は，『憲法運用の実際につい

ての第三委員会報告書』（1961．12

308p　〈323．4－Ke1194k14＞）

を持った資料である。

（ふるかわ・こうたろう一

法考査局財政金融課）

と同一の内容

調査及び立

L

一54一


